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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第113期
第２四半期
連結累計期間

第114期
第２四半期
連結累計期間

第113期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 41,858 41,121 88,711

経常利益 (百万円) 1,053 1,173 2,428

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 741 744 1,536

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △586 964 △460

純資産額 (百万円) 16,706 17,348 16,735

総資産額 (百万円) 52,940 51,441 52,833

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 23.31 23.38 48.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.1 33.4 31.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,115 1,858 1,040

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △61 △192 △99

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △238 △355 △2,356

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,267 5,221 3,986
 

 

回次
第113期
第２四半期
連結会計期間

第114期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 16.20 18.91
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社に異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、又は前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における国内経済は、円高の進行など金融市場の変動の影響もあり、景気の先行きは

不透明な状況で推移しております。また、海外においても、中国をはじめとするアジア新興国経済も足踏みしてお

り、世界的に景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況下にあって当企業グループでは、国内外において積極的な受注活動に注力いたしました。この結

果、受注高は前年同期を上回ることができました。売上高については、一部の設備工事案件等の売上時期が下期へ

ずれ込んだものの影響や、海外における設備投資需要が一巡したことから、若干の減収となりました。利益面で

は、設備工事における採算管理の徹底、営業費用の削減等により、前年同期に比べ、営業利益、経常利益、親会社

株主に帰属する四半期純利益それぞれ増益となりました。

 
 

当第２四半期連結累計期間の業績は、

売上高　 ４１１億２１百万円 (前年同期比　　９８．２％)

営業利益　 １０億６５百万円 (前年同期比　１１２．２％)

経常利益　 　１１億７３百万円 (前年同期比　１１１．４％)

親会社株主に帰属する
四半期純利益　

７億４４百万円 (前年同期比　１００．３％)
 

となりました。

 

報告セグメントの業績は以下のとおりです。

 

（東日本本部）

北海道・東北・甲信越・関東地区が担当エリアであり、全体の売上高の約39％を占めております。

当第２四半期連結累計期間におけるこのエリア（地区）では、自動車部品需要は底堅く推移しております。ま

た、半導体、食品、物流、自動車関連業界の設備投資需要が回復傾向にあり、これに寄与できたことで、その売

上高は、162億54百万円（前年同期比112.1%）となりました。
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（西日本本部）

東海・北陸・関西・中国・四国・九州地区が担当エリアであり、全体の売上高の約43％を占めております。

当第２四半期連結累計期間におけるこのエリア（地区）では、鉄鋼、重工業、自動車業界向けのパワトラ部品

に加え、航空機製造や食品、環境関連業界向けの装置設備、塗装設備の売上が寄与したものの、売上高は、175億

８百万円（前年同期比96.3%）にとどまりました。

 

（開発戦略本部）

当企業グループ全体の海外ビジネスやマテリアルビジネスを担当し、それらビジネスの拡大や、制御・センシ

ングビジネスに向けた新商品の開発にも取り組んでいる部門で、その売上高は全体の約18％を占めております。

当第２四半期連結累計期間は、海外ビジネスについては、中国を中心としたアジア新興国における設備投資の

勢いが衰えたために、海外子会社の新規受注や売上高が影響を受けました。一方、マテリアルビジネスについて

は、上期において介護・衛生関連商品等の一般消費財の売上は回復しました。紅茶包装機の売上については、客

先納期の関係上、下期にずれ込んだものもあり、上期の売上は若干減収となりました。新規ビジネスである、制

御・センシングビジネスについては、工場自動化に必須の商品でもあり、新規受注案件拡大に注力しておりま

す。以上により、これらを合計した売上高は、73億58百万円（前年同期比80.2％）となりました。

 

(2) 資産・負債・純資産の分析

① 資産の部

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は514億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億92百万円減少い

たしました。流動資産は19億53百万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金が12億34百万円増加、電子

記録債権が９億99百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が42億76百万円減少したこと等によるものでありま

す。固定資産は、５億61百万円増加いたしました。主な要因は、投資有価証券の時価が前連結会計年度末に比べ

上昇したことや、新たに投資有価証券を取得したことにより５億22百万円増加したこと等によるものでありま

す。

② 負債の部

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は340億93百万円となり、前連結会計年度末に比べ20億４百万円減少い

たしました。流動負債は21億41百万円減少いたしました。主な要因は、当第２四半期連結会計期間に新しく導入

した支払い手段により、電子記録債務が124億58百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が145億86百万円減少

したこと等によるものであります。固定負債は１億36百万円増加いたしました。主な要因は、繰延税金負債が１

億64百万円増加したこと等によるものであります。

 

③ 純資産の部

当第２四半期連結会計期間末の純資産の部は173億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億12百万円増加

いたしました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を7億44百万円計上したことや、投資有価証券の

時価の上昇に伴うその他有価証券評価差額金が３億38百万円増加した一方で、配当金の支払いを３億18百万円実

施したこと等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は52億21百万円となり、前

連結会計年度末より12億34百万円増加いたしました。

 

営業活動の結果増加した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ７億42百万円多い18億58百万円となりまし

た。

これは主に、前第２四半期連結累計期間に比べ、営業債務に係る運転資金の支出が減少したことによるものであ

ります。

 

投資活動によって使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ１億31百万円多い１億92百万円となりまし

た。

これは、投資有価証券の取得による支出が増加したことによるものであります。

 

財務活動によって使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ１億17百万円多い３億55百万円となりまし

た。

これは、主に配当金の支払いが増加したことによるものであります。

 

 通期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、不良債権の発生を極力抑制

するとともに、債権回収の早期化の促進をはかること及び当企業グループ全体の資金効率向上等により資金充実を

目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローは、売上動向の変化に機敏に対応できる効

率的な資金調達・運用を念頭に活動してまいります。

なお、当連結会計年度末の資金は、前連結会計年度末程度を予定しております。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(7) 受注、販売及び仕入の実績

当第２四半期連結累計期間において、受注、販売及び仕入実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 

(9) 重要な関連当事者との取引について

当第２四半期連結累計期間において、重要な関連当事者との取引に重要な変更はありません。
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(10) 経営者の問題意識と今後の方針について

世界経済の先行き不透明感が強まる中、企業の投資姿勢は慎重感が増しております。製造業の設備投資は、高水

準の企業収益や継続される金融緩和、法人税制の見直し、合理化、省力化に対するニーズの高まり等、良好な投資

環境を背景に、持ち直しが見込まれます。また、過去の投資抑制により設備保有年数の長期化が進んでおり、製造

業を中心に設備の更新需要は高まっていると推測されますが、世界経済の不確実性や、財政・金融政策の先行き不

透明感により、ペースは緩やかにとどまる見通しです。

このような経済環境の下で、当企業グループは、創業100周年へ向け、平成26年４月より３ヵ年の第９次連結中期

経営計画「ＡＣＴ３００」をスタートしました。平成24年（110期）より全社的に展開しているエリア戦略を更に進

め、各部門の「協業」により国内をきめ細かくフォローしていく営業体制とし、より効率的な営業活動を実施して

まいります。そして、地域密着営業を更に進め、顧客が海外に生産拠点を計画する場合は、国内営業と海外営業が

一体となって営業を展開し、国内外で顧客に対応できる営業体制を更に強化してまいります。

また、今後伸びが期待できる産業である環境・再生エネルギー、医薬、再生医療、バイオテクノロジー分野等へ

の新商品開発、営業拡大も目指し、下記の施策を進めてまいります。

 

① 原点に立ち返り、社是に示された「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠りなき商品の開発」を業績拡大の基本

として徹底実行していくこと。

② エンジニアリング商社として、技術の向上と継承により競合各社と差別化を図ること。

③ 国内営業と海外営業が協業し、国内外において漏れのない営業を展開すること。

④ 当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化を図り、競争

力を高めること。

⑤ 事業部制では生まれにくい分野の海外商品、又各事業の中間の新商品を開発していくこと。

⑥ 当企業グループの主要取扱商品である㈱椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基盤の拡大・充実を図

ること。

⑦ グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、自動車等の新技術、環境・再生エネルギー、医薬、再生医

療、バイオテクノロジー分野・有望業界での営業を拡大していくこと。

⑧ 市場の拡大が見込まれる東アジア、東南アジアを中心として営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓する

ことにより海外事業の拡大を図ること。

⑨ コンプライアンス意識の向上に努め、コーポレートガバナンスを強化すること。

⑩ グループ一体となった営業と情報・人材・業務・資金等の活用と効率化及びリスク管理の充実により、当企業

グループの経営効率を上げ、収益力を強化すること。

 

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直しを進めて

まいります。

また、今後の指針となる新たな連結中期経営計画を策定準備しているところであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,489,845 32,489,845
東京証券取引所
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、1,000株であり
ます。

計 32,489,845 32,489,845 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減
額　
(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年７月１日～
　平成28年９月30日

― 32,489 ― 2,945 ― 750
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社椿本チエイン 大阪市北区中之島３丁目３番３号 3,356 10.33

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７番１号 2,869 8.83

HSBC BANK PLC A/C MARATHON　
FUSION　JAPAN　PARTNERSHIP LP
(常任代理人　香港上海銀行)

８ ＣＡＮＡＤＡ　ＳＱＵＡＲＥ，
ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ１４　５ＨＱ
(東京都中央区日本橋３丁目１１番１号)

1,868 5.75

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 1,682 5.18

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,423 4.38

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 1,411 4.34

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,400 4.31

宇和島土地株式会社 愛媛県宇和島市住吉町２丁目２番３５号 1,000 3.08

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 790 2.43

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 756 2.33

計 ― 16,557 50.96
 

(注)　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係る株式であります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有)
 普通株式 　　 669,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  31,606,000 31,606 ―

単元未満株式 普通株式 　　 214,845 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 32,489,845 ― ―

総株主の議決権 ― 31,606 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決

権　　　２個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式501株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

椿本興業株式会社
大阪市北区梅田

３丁目３番20号
669,000 ― 669,000 2.06

計 ― 669,000 ― 669,000 2.06
 

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

　

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,986 5,221

  受取手形及び売掛金 30,023 25,746

  電子記録債権 4,740 5,740

  商品及び製品 2,015 1,894

  仕掛品 465 498

  繰延税金資産 194 174

  その他 655 868

  貸倒引当金 △191 △207

  流動資産合計 41,889 39,936

 固定資産   

  有形固定資産 972 958

  無形固定資産 105 145

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,741 9,263

   長期未収入金 ※1  1,450 ※1  1,449

   その他 1,249 1,262

   貸倒引当金 ※1  △1,575 ※1  △1,574

   投資その他の資産合計 9,865 10,400

  固定資産合計 10,943 11,504

 資産合計 52,833 51,441

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 30,456 15,870

  電子記録債務 － 12,458

  未払法人税等 516 359

  前受金 1,574 2,012

  繰延税金負債 11 2

  役員賞与引当金 40 50

  工事損失引当金 35 27

  偶発損失引当金 ※1  279 ※1  208

  その他 659 444

  流動負債合計 33,574 31,433

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,601 1,586

  長期未払金 256 237

  繰延税金負債 461 625

  その他 204 209

  固定負債合計 2,523 2,659

 負債合計 36,098 34,093
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,945 2,945

  資本剰余金 1,805 1,805

  利益剰余金 9,265 9,691

  自己株式 △196 △196

  株主資本合計 13,820 14,245

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,758 3,096

  繰延ヘッジ損益 △15 △10

  為替換算調整勘定 102 1

  退職給付に係る調整累計額 △160 △159

  その他の包括利益累計額合計 2,685 2,927

 非支配株主持分 229 174

 純資産合計 16,735 17,348

負債純資産合計 52,833 51,441
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 41,858 41,121

売上原価 36,137 35,254

売上総利益 5,721 5,867

販売費及び一般管理費 ※1  4,771 ※1  4,801

営業利益 949 1,065

営業外収益   

 受取利息 2 1

 受取配当金 123 136

 持分法による投資利益 31 －

 その他 15 29

 営業外収益合計 172 167

営業外費用   

 支払利息 14 2

 売上割引 20 23

 為替差損 25 15

 持分法による投資損失 － 3

 その他 8 14

 営業外費用合計 68 59

経常利益 1,053 1,173

特別利益   

 固定資産売却益 0 6

 投資有価証券売却益 30 －

 特別利益合計 30 6

特別損失   

 固定資産除売却損 9 －

 創業100周年記念事業費 － 41

 特別損失合計 9 41

税金等調整前四半期純利益 1,074 1,139

法人税、住民税及び事業税 335 371

法人税等調整額 △26 18

法人税等合計 309 389

四半期純利益 765 749

非支配株主に帰属する四半期純利益 23 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 741 744
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 765 749

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,347 338

 繰延ヘッジ損益 △6 4

 為替換算調整勘定 1 △96

 退職給付に係る調整額 2 1

 持分法適用会社に対する持分相当額 △2 △32

 その他の包括利益合計 △1,351 214

四半期包括利益 △586 964

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △606 986

 非支配株主に係る四半期包括利益 20 △21
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,074 1,139

 減価償却費 69 63

 引当金の増減額（△は減少） 28 △53

 受取利息及び受取配当金 △125 △137

 支払利息 14 2

 持分法による投資損益（△は益） △31 3

 投資有価証券売却損益（△は益） △30 －

 固定資産除売却損益（△は益） 9 △6

 売上債権の増減額（△は増加） 3,587 3,218

 商品の増減額（△は増加） 21 97

 仕掛品の増減額（△は増加） △127 △33

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,970 △2,070

 前受金の増減額（△は減少） 423 471

 未払消費税等の増減額（△は減少） 694 △43

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 28 △14

 その他の資産の増減額（△は増加） △92 △220

 その他の負債の増減額（△は減少） △111 △178

 その他 11 13

 小計 1,475 2,251

 利息及び配当金の受取額 125 138

 利息の支払額 △14 △2

 法人税等の支払額 △499 △543

 その他の支出と収入 29 14

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,115 1,858

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △104 △97

 固定資産の売却による収入 1 9

 投資有価証券の取得による支出 △12 △79

 投資有価証券の売却による収入 31 －

 長期貸付けによる支出 △1 △2

 長期貸付金の回収による収入 1 1

 その他 22 △24

 投資活動によるキャッシュ・フロー △61 △192

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 リース債務の返済による支出 △3 △3

 配当金の支払額 △222 △318

 非支配株主への配当金の支払額 △11 △32

 財務活動によるキャッシュ・フロー △238 △355

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △75

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 819 1,234

現金及び現金同等物の期首残高 5,448 3,986

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  6,267 ※１  5,221
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【注記事項】

(会計方針の変更)

　

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

（追加情報）

　

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１ 平成25年３月期に発覚の不正取引に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

固定資産   

　投資その他の資産   

　　長期未収入金 1,450百万円 1,449百万円

　　貸倒引当金 △1,450百万円 △1,449百万円

流動負債   

　偶発損失引当金 279百万円 208百万円
 

　

 
 
(四半期連結損益計算書関係)

　

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

給料及び手当 1,831百万円 1,849百万円

退職給付費用 102百万円 106百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円 16百万円

役員賞与引当金繰入額 44百万円 50百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 6,267 百万円  5,221百万円

現金及び現金同等物 6,267 百万円 5,221百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 222 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 95 3.00 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 318 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 95 3.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
本部
(百万円)

西日本
本部
(百万円)

開発戦略
本部
(百万円)

売上高       

  外部顧客への売上高 14,505 18,174 9,178 41,858 ― 41,858

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

583 1,332 1,510 3,426 △3,426 ―

計 15,089 19,506 10,688 45,284 △3,426 41,858

セグメント利益 443 782 44 1,270 △320 949
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 1,270

セグメント間取引消去 △14

全社費用(注) △305

四半期連結損益計算書の営業利益 949
 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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 Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
本部
(百万円)

西日本
本部
(百万円)

開発戦略
本部
(百万円)

売上高       

  外部顧客への売上高 16,254 17,508 7,358 41,121 ― 41,121

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

85 161 371 618 △618 ―

計 16,339 17,670 7,729 41,739 △618 41,121

セグメント利益
又は損失(△)

687 772 △68 1,390 △324 1,065
 

(注) 各セグメントに属する主要な商品は下記のとおりであります。

 

セグメント別 主要商品名

東日本本部
 

西日本本部
 

変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、各種セ

ンサー、電子機器、その他伝動機器

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装置、食品

機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化

装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡシステム

開発戦略本部
海外における上記商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 1,390

セグメント間取引消去 8

全社費用(注) △332

四半期連結損益計算書の営業利益 1,065
 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益 23円31銭 23円38銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 741 744

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

741 744

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,826 31,822
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

１．平成28年10月31日開催の取締役会において、第114期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　 　95百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　   ３円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成28年12月５日

　
 (注) 平成28年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。　　　　　　　　

　

２．不正取引に関連した損害賠償請求等の提訴について

平成25年10月21日付（当社への訴状送達日は平成26年２月13日）にて、株式会社川端エンジニアリングから

当社及び当社元従業員を被告とする損害賠償請求（賠償請求金額11億4,264万4,868円、及びこれに対する訴状

送達の日の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員）を名古屋地方裁判所において提訴されておりま

す。

また、平成26年２月５日付（当社への訴状送達日は平成26年２月24日）にて、株式会社川端エンジニアリン

グから当社を被告とする請負代金請求（請負代金請求金額1,557万6,750円、及びこれに対する本来支払いすべ

きであった日の翌日から支払済みまで年６分の割合による金員）を名古屋地方裁判所において提訴されており

ます。

なお、上記の訴訟による原告側の主張は当社の事実認識とは異なっており、当社として事実を明らかにする

ため、当社は、平成26年４月８日付にて、株式会社川端エンジニアリング及び当社元従業員を被告とする損害

賠償請求（賠償請求金額18億2,192万2,168円、及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで年５分

の割合による金員）を名古屋地方裁判所において提訴いたしました。

上記の訴訟は、平成26年９月12日付にて併合となり、現在審理が継続しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月11日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　松　　山　　和　　弘　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　前　　田　　俊　　之　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本興業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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